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柱部材の復元力特性に対する繰返し載街速度の影響

6. 1節 概 要

RC構造物の地震時保有耐力を解析的に検討するためには、 1章で述べたように構成

部材の履歴復元力特性を精度良く予測しなければならない。 その際、 解析精度の検証は

RC部材の静的加力実験結果を比較対象にしている。 また、 構造物の耐震設計の上でも、

道路橋示方書などで定められている所要じん性率は、 静的加力実験の結果を基にして設

定されたものである。 しかし、 一方で、 地震荷重は動的に作用することから、 地震時の

実際の挙動は静的加力実験結果を基に推定したものとはかなり異なるのではないかとい

う見方も少なくなく、 その観点からRC部材の動的な構造実験も行われている。

6章

RC部材の地震時復元力特性に対する載荷速度の影響の研究は比較的新しく、 多くは

1978年の宮城県沖地震以降、 1980年代初期に行われている。 ただし、 あまり発表はされ

ていないが、 耐爆設計や耐衝突設計のための研究はそれ以前から行われていた。

既往の主として曲げ破壊型RC部材に関する研究を概観すると、 例えば降伏荷重ある

いは最大耐力に着目した場合、 これらは載荷速度の増加にともない顕著に( 1. 2倍程度

以上)大きくなるというもの[6. 4J [6. 5J [6. 7J [6. 8J [6. 9J [6. 17J [6. 25J 、 若干(1. 05'"" 

1.2 倍程度)大きくなるというもの[6. 26J [6. 27J [6. 28J [6. 32J、 ほとんど変わらない

( 1 O� 1. 05倍)というもの[6. 13J [6. 14J [6. 20J [6. 22J、 および逆に小さくなるという

もの[6. 11J [6. 12J [6. 15J [6. 23Jなど、 結論はさまざまである。 載荷速度が地震時復元力

特性に及ぼす影響については、 コンセンサスが得られるまでに至っていないのが現状で

ある。 このように異なる結論が得られる理由としては、 実験対象とした部材種別が異な

っていること、 模型と実物の相似則を検討したものが少ないこと、 また、 動的実験に種

々の困難を伴うことなどによると推定される。
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既往の研究対象としている部材は、 梁部材、 建築型柱部材(両端回転拘束型)、 独立

型橋脚柱部材(片持ち栗型)などである口 模型縮尺率は約1/10'""約113の範囲、 最大載

荷速度は10叩/s'"" 100Clll/sの範囲、 また、 加力パターンは速度振幅一定の sin波加力や

一定速度加力などである。 実構造物との対応について記述しているものは比較的少ない

[6. 25J [6. 28J [6. 30J。

動的加力実験では、 加力治具や試験体振動部の慣性力が試験体に作用するので、 作用

荷重として慣性力の分を補正しなければならないことがある。 既往の報告では、 速度振

幅一定型の場合は総じて慣性力の記述があるが、 一定速度型加力の頃合の過渡的領域で

の補正に関する記述は殆ど無し、。 振動台による定常sin波JJ[]振の場合は、 試験体の応答

変位が定常状態になる前に大きい値を示すので、 このことに留意する必要がある。 既往

の報告で、 これをどう処置したか記述したものは少ない。

今
、υつ、υーよ
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近年、 コンビュータによる情造物の地震応答解析手法と、 構造物を構成する部材の静

的模型実験とを組み合わせた仮動的実験( pseudo-dynamic model test)も行われるよ

うになってきた。 仮動的実験では、 地震波1波に対する応答実験を数日かけて行うこと

も有り、 裁荷速度は従米の静的実験よりも更に遅いものとなる。 この点からも、 載荷速

度の影響を明らかにしておく必要がある。

以上のことから、 RC橋脚を怨定した柱とフーチングを有する模型試験体を製作し、

振動台による加振実験、 およびアクチュエータによる静的および動的加力実験を行い、

履歴復元力特性に及ぼす載荷速度の影響を調べることにした。

復元力特性の関係について述べる。 橋脚模型の頂部に上部工相当の質量を付加した部材

の振動系を、 柱部の質量の影響も含めた等価1質点系の振動方程式(ここでは複素数表

示)で表すと次のようになる。

- M (・2十三) =k {l+i (c/k ・ ω+β)} x 

P-m 立 二k {l+i (c/k ・ ω+β)} x 

一(6. 1) 

一(6.2)

6.2節 実験の基本的な考え方

6. 2. 1相 似 JIリ

ここでは、 模型実験の相似則を用いて、 ひずみ速度に関する模型と実物の相似比につ

いて述べる。

(1)振動台 実験

縮小模型の形状寸法が実物と相似で、 かっ同じ力学的特性の材料を用いる場合を考え

る。 重力加速度や水平加速度を実物と同じ(γ を1 )にする場合、 模型と実物の寸法
a 

比をγLとし、 単位体積重量の比率をγ とすると、 各物理量に対する相似比は表6. 1 
ρ -1 

のようになる。 すなわち、 単位体積重量を(γ
L

) 倍に増加させることにより、 実物

と同じ応力度を発生させることができる。 地震|時に橋脚に発生する応力度には上部工の

重量と慣性力の影響が支配的であるので、 模型実験では上部工に相当する重量を(γ
L

) 
1/2 " .，.  ，_ b6 . 1. -'- _j� ...， _ 

倍に増加させる。 時間軸は(γ
L

) 倍 I �縮小される」とになるが、 これは、 模型

の固有周期や地震波の時間取"に関するものである。 その結果、 ひずみ速度は実際よりも
1/2 

(γL ) 倍に大きくなる。

(2)アクチュエータによる動的加力実験

アクチュエータによる動的加力実験においては、 加力振動数と固有振動数の比に関係

する共振の影響は、 後述のように慣性力の分を作用荷重として補正することにより、 l昨

日nの相似比を任意に選ぶことができる。

11寺間制jを実物の場合と同じに設定し、 加力振動数を実物の応答振動数に合わせること

により、 ひずみ速度を実物の場合と同じにすることができる。 その 際、 変 位 速度はr
L 

倍に縮小されることになる。

ここで、 Mは柱頭部に取り付けた重錘と柱部の等価質量の和、 Cì + 立 )は柱頭部の

絶対加速度、 Pはアクチュエータの作用荷重、 mはアクチュエータ加力治具(ロードセ

ルと試験体の間にある治具)と柱部の等価質量の和、 kは試験体の剛性、 (c /k ・ ω

十β)は試験体の粘性減衰と履歴減衰を含めた損失係数、 xは柱頭部の相対変位である。

すなわち、 振動台実験とアクチュエーター加力実験は、 両式の左辺に相当する値をそれ

ぞれ測定することによって、 復元力特性を同等に取り扱うことができる。

本実験の場合は、 振動台実験における柱頭部に取り付けた重錐の重量が試験体の柱部

の重量に比べて非常に大きいので、 試験体の償性力の影響は無視できる。 アクチュエー

タ加力実験では、 等価質量を(6. 3)式に示す方法で求め慣性力の影響分を補正した。

1 0 
m (x) =J {w (y) /g} ・ {X (y) /x} ・ {y/ 1 

0 } dy …(6. 3) 
0 

ここで、 gは重力加速度、 yは柱基部からの高さ方向座標、 w (y)はyにおける単

位長重量、 x (y)はyにおける変位量、 xは加力点変位量、 l は柱の加力点までの0 
高さである。 すなわち、 (6. 3)式は、 慣性力の柱基部に対する作用曲げモーメントが等

しくなるように設定した加力点換算の等価質量である。 例えば、 ひびわれ発生前(一様

な曲げ帥j性)では、 加力点より下側の柱部分の等価質量は全質量の11/40であり、 部材

が降伏して柱基部で塑性化しヒンジ構造になると1/3となる。 実際の場合は、 この中間

にあると考えられる。

今回は、 速度振幅一定としたので変位振幅が小さいときに加速度が大きくなる。 その

ため、 慣性力の補正は一様剛性の方法によることとし、 加力点から上の部分についても

この方法を援用した。

6.2.2復兄ブJ特性

振動 台 を用いて 加振実 験を行う場合と、 アクチュエーターを 用いて行う 切 合の、 部材

6. 2.3実構造物の最大応答速度と降伏時国有振動数

模型試験体の載荷速度を決めるにあたり、 重要な要素である笑構造物の最大地震応答

速度と固有振動数の大きさについて検 討する。

(1 )最大地 震 応 答速度

図-6. 1は、 地震被記録のうち大きい応答述j立を示す代表的な地震波(ただし、 長周期

成分が比較的多く合まれる)を選び、 減衰定数5%の応答速度スペクトルを示したもの

A4A
 

勺
Jイtム

「hu
つυ



である。 減衰定数を5%としたのは、 降伏変位程度の変位履歴を受ける部材の等価履歴

減返が5%前後であることを考慮したものである。 降伏後の履歴減衰はさらに大きく、

また、 地下逸散減衰も存在するので、 一 般の桁橋を想定すると応答速度を大きめに評価

していることになる。 図6.11こよれば、Ifz大応答速度は1 00皿/s前後、 特に大きいもの

で150佃/s程度になっている。

図-6.2は、 安政東海大地震クラス(マグニチュード8クラス)の地震を想定して丹羽、

太田、 池主ñ、 福岡、 大野、 野津[6.33Jが作成した人工地震の減衰定数5%の速度応答ス

ペクトルである。 大地震時の断層の段発的なすべり現象と既往の地震記録を基に推算し

た、 ウォーターフロン卜の表層地盤における地震波に関するものである。 これによると、

最大応答速度は150crn/s程度になると推定されている。

加速度応答スペクトルの距離減衰に関する研究は、 これまでにいくつか行われており、

最近のものに川島、 相沢、 高橋[6.34Jの研究がある。 これによると、 マグニチュード8、

震央距離印刷、 3積地盤(沖積層厚が25m未満、 軟弱層の厚さが5m未満)の場合、 減

衰定数5%の疑似応答速度は、 固有周期が1Hzのとき約140叩/s、 L 4Hzのとき約100

四/sとなっている。

本研究では以上のことを考慮し、 最大応答速度の値として100'"" 150叩/sを想定する

こととしfこ。

(2)固有振動数

図-6.3は、 都市部に建設されている高架橋について、 橋脚下端を固定として弾性計算

(全断面有効)で求めた固有振動数を、 橋脚高さとの関係で表したものである。 殆どの

高架橋は固有娠勤数が 2'""'-' 10Hz 程度の範囲にあることが分かる。 図-6.4は、 せん断ス

パン比が5、 軸応力度が10kg/aûの場合の降伏時割線剛性とひぴわれ前の部材剛性の比

を引張り鉄筋比との関係で示したものである。 Sakai， Kakuta[6.35Jによる拡張Branson

法を用いて、 柱頭部での荷重一変位曲線を計算して求めたものである。 図-6.3と図-6.4

から、 部材降伏時の固有振動数は、 小さめに見積もっておよそ1'""5Hz の範囲と推定さ

れる。 実際の場合は、 地椴ノ〈ネの影響により更に小さくなるが、 この振動数の範囲から

判断すると1Hzを大きく下回ることはないと考えられる。 一般に、 固有振動数が1IIz程

度より大きい(固有周期が1秒程度より小さい〉領域では地震応答速度スペクトルの値

が小さくなるので、 設定した応答速度100----- 150cm/sは、 固有振動数の面 からも十分大

きめの値になっているといえる。

過疎地や山間部の橋梁では、 高架橋よりも橋脚断面が相対的に大きいので、 固有振動

数はより高めになる。 逆に、 指j出高さが100m程度の高橋脚橋梁の場合は、 嬬脚の断面i

力が総じて上部工の振動が卓越するl次振動モードで決まり、 その振動数はO.5Hz程度

以下である。 高次振動モードの影響が現れるタイプの場合でも、 そのモードの振動数は

およそ1Hz前後となっている[6.36J。 すなわち高橋脚稲梁の場合は、 降伏時間有振動数

が1Hzよりかなり小さいものとなるので、 設定した応答速度が必ずしも “卜分" 大きい

とはいえないが、 これは、 つぎに述べる模型縮尺率の観点から考えると、 十分カバーさ

れていると考えてよい。

6. 2. �模型実験における載荷速度

本実験研究においては、 模型試験体のせん断スパン長をL2mとした。 これは、 実橋

脚の高さを12m程度と考えれば縮尺率1/ 10に相当し、 また、 6rn程度と考えれば縮尺率

1/5 に相当する。

振動台実験においては、 地震波との共振の程度を調べるのは本研究の目的ではないの

で、 地震波の時間軸は変更しないものとしたD すなわち、 模型試験体のひびわれ前の固

有振動数から降伏以降の固有振動数までの比較的広い範囲の卓越振動数成分を有する地

震波を選択し、 実時間で使用することとした。 応答の卓越振動数がほぼ固有振動数に等

しいことを考えると、 振動台実験における載荷速度は実構 造 物の場合の(1/5)
-1/ 2，"" (1 

-1/ 2 
/10) 倍、 すなわち、 2� 3倍に相当している。

アクチュエータによる加力実験においては、 載荷速度振幅は4ケースを選ぴ、 動的な

部類として20cm/sを、 静的な部類として 0.2cm/s、 0.02皿/s、 およびO.002叩/sとした。

動的な部類である速度振幅20叩/sは、 試験体縮尺率1/10と1/5 に対してそれぞれ実構造

物の 200叩/sおよび100cm/sに相当している。 橋脚寸法の大きい高梧脚婿梁を想定する

と、 200叩/s以上に相当するので、 十分大きな載荷速度になっているといえる。 o.2叩

/sは通常の静的実験を想定したもので、 部材降伏変位( 1δ )からその 2倍の変位
y 

( 2δ
y 

)までの処女載荷に要する時間として10秒間のオーダーに、 0.002cm/sは仮動

的実験を想定したもので、 同じく10分間のオーダーに相当している。

6.3節 実験方法

6.3 1模型試験体

模型試験体の形状寸法および配筋を図-6.7に示す。 せん断スパン比が5.7 の逆T字型

試験体で、 柱部の車UI方向鉄筋比が2.7 %、 帯筋比は0.2 %とした。 試験体の製作に用い

た コ ンクリー卜の配合は表-6.2に、 また、 圧縮強度試験結果は表-6.3に示すとおりであ

る。 鉄筋の引張り試験結果を表-6.41こ示す。

6. 3. 2 1.111力方法

振動台による実験では、 試験体は図-6.8に示すように、 柱頭部に回転が白由の総重R

4 t の円形重錘 板 を取付けて振動台を水平加振し、 試験体柱頭部に水平伯性力を作用さ

せた。
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アクチュエータによる試験では、 容量50tfのwrs社製アクチュエータを用い、 凶-6.9

に示すように設問して、試験体の柱頭部に正負交番の繰返し荷重を作用させた。

(2)アクチュエータによる加)J実験

アクチュエータ加力実験では、 柱頭部での荷重はアクチュエータのロードセルで、変

位量はアクチュエータの差動トランス型変位計を用いて、それぞれ測定した。 ただし、

変位測定にあたっては、 予め、試験体の緊結状態やジャッキの反力フレームの陣l性が影

響しないことを確めた。 また柱部の慣性力の影響を調べるために、 柱頭部ほかにストレ

ーンゲージ式加速度計を取り付けて加速度を測定した (図-6.12のb)) 0 柱iÆ部では振

動台実験の場合と同様に、 柱基部の変位と鉄筋ひずみを測定した。

なお、 使用した測定器とその系統は図-6.13 に示すとおりである。

6. 3. 3 1..nl力実験の栢類

各試験体における加ノJの種穎をまとめて表-6.5に示した。

(1) 振 動台実 験

振動台実験に使Jìlした試験体には、 重錘の自重により7kg/ aIfの軸力が作用している。

地長波入力では、 宮城県沖地震 (1978.6 .12 )の開北橋際地 盤における加速度記録を 選

び、 時間軸を変更せずに使用した。 地震波の波形と加速度応答スペク卜ルを図-6.11に

示した。 実験ではまず住基部の鉄筋が降伏する程度の応答になるように加速度波形を振

幅拡大して加振し、 引続いて最大荷重に達する程度の応答になるように、 更に振幅を拡

大して加振した。

また正弦被入 力の場合は、 共振現象によって慣性力の振幅が変動することを避けるた

め、加振振動数は、 剛性低下に伴って減少する試験体の固有振動数を下回るように設定

した。 加振の大きさは、試験体の鉄筋降伏程度までを3段階、 更に最大荷重までを2段

階設定し、 各段階において繰返し載荷回数を10回とした。 過渡応答状態も含めてデータ

を収録した。

(2)アクチュエータによる加力実験

アクチュエータによる動的加力実験では、No. 7試験体にのみ、 図-6 .10示す要領で柱

頭部に静的九II圧ジャ ッキを取り付けて判l圧縮力を作用させた。 軸力の導入はイクスター

ナルケープル万式によったので、試験体の変形に伴う2次モーメントの影響は再現でき

ないが、 最大変位量のときでもこの影響は儲方向力換算で約3%と小さい。

if�荷速度の大きいNo.3を含むNo.3 ......... No. 6試験体では実験精度を確保するために、 軸力

の載荷は行わなかった。 載荷速度振幅としては動的な部類として 20叩/sを、 静的な部類

として 0.2 .........0.002四/sを選択し、正弦波形の変位制御方式により加力した。 ただし、

各試験体の個体差の影響を把握しておく目的で、 各載荷段階における載荷回数の前半と

後半で載荷速度の大きさを組み変えた。 その組み合せ方は表-6.6に示したとおりである。

6. 4節 実験結果と考察

6. 4. 1一定速度振幅加力実験

アクチュエータによる変位制御方式正弦波加力実験のうち、 載荷速度の彫響に着口し

たNo.3 ，__， No. 6試験体について述べる。

(1) p-δ曲線

No. 3 '"'-' No. 6試験体の実験は、 載荷速度振幅を一定に保持し、 各変位振幅に対して載荷

回数を表-6.6示すように基本的に10回ずつ加力しておこなったものである。 得られたP

-δ履歴曲線のうち、No.3試験体 (速度振幅20叩/s )とNo. 4試験体 (速度振幅 0.2岨/s )

の場合の例を、それぞれ図-6.14 および図-6. 15 に示した。 ただし、 これらの曲線には

慣性 力の補正は行っていない。 載荷速度の大きいNo.3試験体において、変位がピーク

(加 速度がピーク )になる部分で慣性力の補正を行い、 図-6.14中にカ印で示した。 元

の曲線と比較して分かるように、変位振幅が 1叩程度よりも大きいと慣性力の影響は殆

ど無く、その範囲では曲線をそのまま荷重一変位曲線と見てよい。

各試験体のp-δ履歴曲線には、変位振幅 4叩までは同一変位の繰返しによる部材劣

化はあまり見られず、 履歴ループは比較的安定した紡錘形を示している。 しかし、変位

振幅5佃では、 繰返し加力によって部材剛性が急激に低下した。 全体としては、 明確な

p-δスケルトン (包絡線 )が認められる。

各試験体のスケルトンを比較したものを図6.16 に示した。 計算による降伏荷重の値

は 3 .5tであったが、 通常の静的実験の場合と見倣されるNo. 4試験体でのこれに対応する

変位量δ
yO

は約O.75cmとなる。 同一変位置におけるNo.3試験体 (動的〉とNo. 4試験体

(静的 )の正側の荷重を比較すると、 慣性力補正後の比率は、つぎのようであった。

1.5δ
yO 

( 1. 125cm) : 1. 03倍

2δ
yO 

( 1. 5叩 ) : 1. 04倍

2. 5δ ハ ( 1. 875α1I) 1. 01倍
yu 

6. 3. 4 加速度、 変位、 ひずみ等の測定

(1)振動台実験

振動台実験では、 柱頭部作月]力としての伯性力を求めるために、位相遅れが小さいサ

ーボ型加速度計を用いて絶対加速度を測定した。 また、柱頭部の変位量を求めるために、

フーチングから立ち上げた支持枠に差動トランス型変位計を取り付けて、 相対変位を測

定した。 住頭部での鉄筋の該け出しの影響を求めるために、 ダイアルゲージ式変位計を

月jいて住基部鉛直相対変位を測定し、また住筋のひずみ速度などを調べるために、 鉄筋

表面にストレーンゲージをlL_li付して鉄筋ひずみを測定した (凶-6. 12のa))。
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3δ ハ(2. 25cm) : 1.0 5倍
yu 

また、 Nu 3試験体(動的)とNu 6試験体(非常に遅い静的〉で比較す る と、 つぎのよ

うであった。

1. 5 δ ハ(1.125 佃) : 1. 16倍
yu 

2δ
yO 

( 1. 5叩) : 1. 16倍

2.5δ (\ ( 1. 875crn) : 1. 11倍
yu 

3δ ハ(2.25佃) : 1. 10倍
yu 

このことから、 1節で述べた影響程度の分類に従えば、 従来の静的実験を基本にした

場合は、 p-δスケルトンに対する載荷速度の影響は殆どなく、 仮動的実験などで載荷

速度を非常に遅くした静的実験を基本にした場合は、 載荷速度の影響が若干あ る という

ことができ る 。

者の割線剛性を比較したものが図-6.18であ る 。

これらの図から分かるように、 載荷速度の影響は加力の 1サイクル円に俺かに認めら

れ る が、 繰返し加力を受けた場合はほとんど認められない。

④等価減衰定数 等価減衰定数についても前項と同様に整理した。 各載荷段階の1サ

イクル目について図-6. 19に、 また繰り返し加力を受けた場合について図-6.20に示し

た。 これらの図から割線同l性の場合のような傾向を判別す る までには至らないが、 減衰

特性としては載荷速度に依存しない履歴減衰とみても誤りはないと考えられ る 。

⑤塑性率との関係 ここで、 Nu 3とNu 4試験体に着目し、 割線剛性および等価減衰定

数を塑性率との関係で整理した。 各載荷段階の1サイクル目と5サイクル目に関す る 結

果を凶-6.21に示す。 この図から、 割線剛性と等価減衰定数は塑性率に大きく依存して

変化しており、 その変化の程度に比べれば載荷速度の影響は殆ど無視しう る ことが 直 読

でき る 。

(2)剛性 およ び減衰 特性 に対す る 載 荷 速 度の影 響

①整理方法 復元力特性を表わす指標として帥l性と減衰特性に着目し、 載荷速度の異

な る Nu 3 ，.._， Nu 6試験体におけ る 割線剛性と等価減衰定数を整理し、 比較検討した。

割線剛性kは前述のp，.._，δ曲線において、 各載荷段階の正側および負側の最大点閣の

勾配で整理した。 同一変位量で比較してい る ので、 正負平均のスケルトンの比較とみ る

こともでき る 。 等価減衰定数は、 式(6.4)で表され る 等価粘性減衰定数で整理した。
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( 3)降伏ひずみ量に対す る 速度の影響

図-6.22は一例として荷重と柱基部での鉄筋ひずみの関係を示したものであ る 。 降伏

点が明瞭な変曲点として現れ、 それは1サイクル目のみに生じてい る ことが分か る 。

Nu 3 ，.._， Nu 6試験体におけ る この降伏ひずみを、 その瞬間ひずみ速度との関係で整理す

ると図-6.23のようにな る 。 ひずみ速度の増加に応じて降伏ひずみも増加す る 傾向が認

められ る 。 その程度は正荷重側と負荷重側の平均的なものとして、 ひずみ速度10-6
/sを

-2 
基準にす る と、 10 '-'/sでは降伏ひずみ量が1.1 5倍に増加してい る 。

鉄筋ひずみの変曲点を基にして求めた “降伏変位量" と “降伏荷重" を、 ひずみ速度

との関係で表し、 図-6.24に示した。 これによれば、 ひずみ速度が増加す る と “降伏変

位量" と “降伏荷重" が増加してい る ことが分か る 。 目視では、 ひびわれ位置とひずみ

ゲージの位置はほぼ一致していたが、 必ずしも正確ではないので、 図-6.24におけ る

“降伏変位量" と “降伏荷重" の値は、 傾向としてみるべきであろう。

ここで、 ω/ω。 はヒステリシス履歴から減衰に等価置換す る 対象振動系におけ る 、

加振振動数と固有振動数の比で、 h がその振動系におけ る 等価粘性減衰定数である。
eq 

また!J.Wは正荷重�!IJのヒステリシスループの面積と負荷重側のそれとの和、 Wは同じル

ープにおける正側の最大荷重と最大変位の積の1/2と負側のそれとの絶対和で与えた。

②試験体問のばらつき また実験結果の比較を行う前に、 試験体の個体差を調べた。

すなわち、 鉄筋降伏前後の載荷段階において、 繰返しによ る 変化がほとんどなくなり、

我荷履歴の条件がほぼ同じと見なされ る 時点で、 各試験体の割線同l性と等価減衰定数を

調べた。 その結果は、 No.3試験体に対す る 比率として表-6. 7に示したように、 僅かでは

あるが各試験体の問にばらつきがみられた。

③塑j線剛性 各試験体について各変位振幅の1サイクル目の割線剛性を比較したもの

が図-6.17 であ る 。 正弦波加力の場合、 試験体問で変位振幅が同じならば速度振幅は加

振振動数に比例するので、 加振振動数との関係で 表示したものであ る 。 ここで、 N!l5 と

N!l 6試験体については前述の試験体問の同IJ性比で 補 正した値も示した。 また、 各試験体

の各載荷段階では前半最後と後半最初]のサイクルで載荷速度を主IIみ変えてい る 。 その両

( 4)柱基部の鉄筋抜け出しに関す る 載荷速度の影響

柱頭部の変位量δには、 柱基部の主として柱筋の抜出しに起因す る 基部回転の影響が

含まれてい る 。 そこで、 基部の回転に着目した載荷速度の影響を調べた。

柱基部の回転によ る 柱頭部での変形分は、 柱基部の引張縁側および圧縮縁�lljで測定し

たフーチングとの相対変位を用いて、 (6. 5 )式で計算した。

δ = 8 ・ l
B 

� 
B 

= ( IムR
I十|ムL

1) /b ・ l 、、JJに.unhu
 
〆Ft、、

ここで、 0 は柱基部の!日転向、 lは柱基部から柱頭部までの距離、 bはム と AR .._ '---' L 

の測点!日j距離であ る 。 住iJ部とフーチングとの相対変位の指標として( IムR
I + I 
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ム I )、およびδ /δの他に着目し、No. 3試験体の場合について示したのが、 図-6
B 

.25である。 δIJ /δのは降伏前で0.3 5程度であるが、 降伏以降は鉄筋の塑性ひずみの

ため、 O.60�0. 70となり、住基部の回転の影響が大きいことがわかる。 No. 3 �No. 6の1

回目の( I 6" 1+1ム I )を 判l綜同IJ性の場合と同践に加振振動数との関係で整理L 、 】
したのが図-6.26である。 各試験体問の累積変位量の差によるぱらつきのため、 明確で

はない。 載何速度の大きい方が抜け山しが大きく、 柱部分に対して相対的に剛性が小さ

くなっているように見えなくもないが、いずれにせよ、その影響は大きいものではない。

各試験体において、�荷速度を組み替えた前半と後半最初のサイクル間では、 図-6.27

に示されるように載荷速度の影響みられない。

6 .  4. 2振動台実験

(1)実験結果

① No.l試験体

振動台による地震波入力加振実験で得られたNo. 1試験体のp-δ曲線を図-6.28に示

す。 p-δ曲線は、 ランダムな入力地震波の影響のため個々の履歴ループは複雑である

が、かなり明瞭なp-δスケルトンと紡錘型の履歴ループが形成されていることが認め

られる。

最大加速度 900galの地震波を入力したときに、鉄筋が降伏した。 柱頭部の最大応答加

速度(絶対値)は1，240gaI、最大応答変位量(振動台に対する相対値)は2. 1皿、鉄筋

が降伏する頃の柱頭部の応答(相対値〉速度は正側で、約 40佃/s、 負側で約2 0叩/sで‘あっ

た。 鉄筋が降伏する頃のひずみ速度は、正載荷側で7%/s、8児/s、負載荷側で4児/s、7%/s

であった。

最大加速度2.500galの地震波を入力したときに、最大耐力を示した。 この地震波に対

するH寺刻歴応答曲線を図-6.29 に示す。 最大応答加速度は約L 350gal、最大応答変位量

は5 .6佃で、それまでの最大変位を超過する頃の柱頭部速度は、正側で約80cm/s、約 90

叩/s、約100cm/s、負側で約25cm/sで・あった。

入力加速度の増加にしたがって固有振動数が低下し、ひびわれ前で6.5Hz 、ひびわれ

後の鉄筋降伏程度で3. 7Hz 、最大耐力を示すころで 3 . 0Hzで、あった。 卓越振動数領域が

これらの閏有振動数領域をカバーするような地震波を選択して加振したが、試験体がト

ップヘビーなので、応答は固有振動数に相当する振動成分が卓越したものであった。

② No.2試験体

振動台による正弦波入力加振実験で得られたNo.2 試験体のp-δ曲線を図-6.30に示

す。 各加振ステップあたりの加振回数を10回ずつに限定したものである。

加振振動数L8Hz、入力加速度振幅(}t振幅)700galの加振ステップのときに、鉄筋
が降伏した。 住頭部のi長人;応答加速度は約1.100gal、最大応答変位虫は1.3側、応答速
度振幅CJt 振 幅 〉は13cm /sfJíj後であった。 鉄筋が降伏する頃の柱 頭部の速度は約10四l/S、
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鉄筋が降伏する頃のひずみ速度は約 3児/sであった。

加振振動数2.2 Hz、入力加速度娠幅800galの加振ステップのときの、柱頭部の最大応

答加速度は約1，22 0ga 1、最大応答変位量は2.1crn、応答速度振幅は12 �28crn/sであり、

それまでの最大変位を通過するころの柱頭部の速度は、25cm/s前後で-あった。

加振振動数2.2Hz、入力加速度振幅1. 100galの加振ステップのときに、h立大耐力を示

した。 そのときの時刻歴応答曲線を凶-6.31に示す。 柱頭部の最大応答加速度は約L22 

Ogal、それまでの最大変位を通過する頃の柱頭部速度は約40佃/sで・あった。 しかし、こ

の加振ステップでは安定したループにはならず、試験体の劣化に伴い相対変位が伸びて

しまっfこ。

③ :th7試験体

No. 7試験体は、No. 1、2試験体と同じ大きさの軸力を導入し、 アクチュエータにより

変位制御方式正弦波加力実験を行ったものである。 得られたp-δ履歴山線を凶-6.32

に示す。 載荷速度振幅は、静的な部類として0.2叩/sとし、各変位振幅に対して載荷回

数を10回ず.つ加力した。

No. 3 ，.._， No. 6試験体の場合と同機に、p-δ履歴曲線には、変位振幅4ClIl程度までは同

一変位の繰返しによる部材劣化はあまり見られず、履歴ループは比較的安定した紡錘形

を示している。 しかし、部材剛牲が低下する変位量は、No. 3 ，.._， No. 6試験体の場合に比べ

て小さかった。

(2)比較検討
軸力( 7kg/ cnr)を導入したNo. 1試験体、No.2試験体、およひ�No. 7試験体のp-δ履

歴曲線を比較して図-6.33 に示す。 各試験体問で載荷速度や繰返し数が異なるので、こ

こでは大略的な比較検討を行う。

No. 7試験体(アクチュエータ加力)が最大耐力を示す変位量(正側で約 4cm、 負側で

約 3団)までは、どの試験体もほぼ同じp-δスケルトンを示し、履歴ループの形状も

よく似たものとなっている。 この範囲では、No. 1試験体(振動台、 地震波)、No. 2試験

体(振動台、正弦波〉ともに、柱頭部の速度は一つの例外点を除いて全て判明/s程度以

下となっている。 No. 7試験体のスケル卜ン曲線が他の試験体よりも小さい変位此で軟化

が進んだのは、繰返し数が他の2体の場合よりも多いためと考えられ、載荷速度の影響

によるものではないと推定される。

正側変位量が4cm程度より大きいところでは、No. 1試験体のスケルトンHjj線はNo.2試

験体のそれよりも上にあり、 荷重が大きめになっている。 これは、その部分でNo. 1試験

体が90四/s� 100cm/sという大きな速度で処女載荷領域に入ったためと考えられる。 こ

のように部分的に故荷速度の影響が比較的はっきりと現れているものの、この切合の入

力加速度の大きさが2.500ga 1と非常に大きいこと、相似fllJの項で述べたように、振動台
実験では載荷速度が2�3倍に過大評価されていることなどを考慮すると、 実際上は、

3つの試験体問で載荷述度の影響は殆どないとみるのが妥当であろう。
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6. 5 îífj 既往の研究との比較

(1)材料の応力一ひずみ1111綜に対する載荷速度の影響

①材料特性の速度依存性

構造材料である鉄筋や構造用鋼材に関する既往の高速引張り試験の結果によると、 静

的試験結果に比べてヤング係数はほとんど影響を受けないが降伏点は上昇することが確

認されている[6.4J [6. 5J [6. 8J [6. 9J [6. 10J [6. 17J [6. 18J [6. 19J [6. 25J [6. 29J。 また、 コ

ンクリートに関しても、 応力一ひずみ山線における応力度の上昇勾配および圧縮強度が

ひずみ速度により増加することが確認されている[6.1J [6. 2J [6. 3J [6. 4J [6. 5J [6. 8J [6.9 

J [6. 10J [6. 18J [6. 32J 。

今日の部材実験では、 鉄筋が降伏する時のひずみ速度のデータが得られた。 その結果

を、 変位速度との関係で整理したものが、 図-6.31である。 これによると、 予想された

ことではあるが、 鉄筋のひずみ速度は部材の載荷速度とほぼ比例関係にあることが分か

る。 静的実験に相当する変位速度0.2cm/sにおける鉄筋の降伏時ひずみ速度は 3 x 10-
4 

-2， ........ . /s前後、 動的実験の20crn/sでは 3x10 '-'/s別後となり、 載荷速度の増加に応じてひずみ

速度も増加した。 このひずみ速度の増加によって鉄筋の降伏強度は、 例えば、 ASCEレポ

ート[6.10J、 岩井、 吉田、 中村、 若林[6.18J、 および睦好、 町田[6.25Jのデータによる

と、1.15倍、1.12倍、1.09倍に増加する。

②部材 降 伏強度の速度依存の推定

断面計算から推定される鉄筋降伏時のコンクリートのひずみ量は約1. 000 x 10
-6

で、

変位速度0.2cm/sと20佃/sの鉄筋のひずみ速度に対応するコンクリートのひずみ速度は、
-2， -"-'- . それぞれ 2x 10 '/8前後および2 x 10 '-' /8M 後となる。 ひずみ速度の増加によってひず

-6 
み量が約1. 000 x 10 の時の割線ヤング係数は、 例えば、 畑野、 堤[6.2J 、 Takeda. 

Tachikawa， Fu j i moto[6. 5Jによると、 それぞれ 1 . 15倍、 1.08倍に増加する。 岩井、 吉田、

中村、 若林[6.18J (初期接線〉と、 細矢、 安部、 岡田、 北川[6.32J (1/3 割線〉のデー

タでは、 1.05倍、1.04倍となる。 しかし、 断面計算によると、 部材の降伏荷重に対して

上述の範囲のコンクリートのヤング係数の増加は殆ど影響せず、 部材降伏荷重の増加率

はほぼ鉄筋の降伏強度の増加率に等しくなった。

③部材1111げ耐力の速度依存の推定
- 4 ， ， � n ...n-2 コンクリー卜の圧縮強度に関しては、 ひずみ速度が例えば 2 x 10 .， /sから2x 10 ';8 

に増加した場合、 ASCEレポート[6. 10J、 知!野ら[6.2J 、 岩井ら[6. 18J、 および知l谷ら[6

.32Jのデータによると、 それぞれ、1.20倍、 1.19倍、1.12倍、 および1.14倍に強度が増

加する。 しかし、 断面計算によると、 コンクリート強度のこの程度の土色加率は、 部材の

1ïk大耐力に殆ど影響を与えない。

今回の実験では、 変位速度20cm/sでは、 0.2ClIl/8の場合に対して、 部材降伏後の同一

変位誌に対する強度は1.05倍程度であり、 鉄筋の材料試験結果から推定されたものと、

オーダ一的には同程度かそれ以下であった。

(2)既往の部材実験データとの比較

①ひずみ速度指標

裁街速度の影響に関する既往の笑験結果は、 実験条件や模型縮尺率なとが互いにy�な

っているため、 そのまま比較することは困難である。 そのため、 ここでは構成材料のひ

ずみ速度を考慮した次式で表される指標を考え、 これを基に比較することとした。

ど= (o/a) / (a/d) …………(6. 6) 

ここに、 ? はひずみ速度指標、 5 は加力点速度、 aはせん断スパン長、 dは部材断面

の有効 高さである。 片持ち梁型の柱を想定したので、 建築型柱の実験における居間速度

の場合は、 加力点速度はその値を1/2したものを用いる。 ひずみ速度指標の値を 1.5倍

すると全断面有効柱部材の場合のひずみ速度に一致する。 実際のひずみ速度には鉄筋比

や軸応力度の大小も影響するが、 ほとんどのデータが軸応力皮の小さい場合であり、 ま

た、 軸応力度が小さいと部材断面の縁辺から中立軸位置までの距離は鉄筋比の変化に鈍

感であるので、 これらは考慮しなかった。

②実測ひずみ速度とひずみ速度指標

図-6.35 は、 文献で述べられている降伏時の鉄筋のひずみ速度とひずみ速度指標の関

係を表したものである。 鉄筋のひずみ速度と加力点速度の関係ではデータのばらつきは

大きかったが、 この図のようにひずみ速度指標を用いて整理すると、 鉄筋のひずみ速度

とひずみ速度指標がほぼ比例関係にあり、 比例定数を1と見倣しても大きな誤りはない

と考えられる。

③部材の強度増加とひずみ速度指標

関-6.36 は、 最大荷重までのp-δスケル卜ンで、 同一変位量に対する動的荷重と静

的荷重の比率の最大値をひずみ速度指標の関係で表したものである。 ここで、 同一変位

量で比較したのは、 履歴復元力特性は、 同一変位量に対する荷重の大きさの相違が重要

であること、 また、 多くの実験で降伏荷重の大きさがはっきりしていないためである。

荷重の比率が明らかでないものについては、 文献で述べられている降伏荷重または最大
2 

荷重の比率を使用した。 ここでいう動的荷重とは、 載荷速度が10 倍の載荷速度で加プJ

した場合の荷重である。 戟荷速度の倍率がこれよりも大きいものや小さいものでは、 そ

の影響を考慮して図中に上下方向の矢印を付した。 また、 架部材の実験で、 情報が足り

ないため正確なひずみ速度指標が計算できないときは、 これを考威して水平方向の矢印

を付した。 図中には、 ASCEレポート[6.10J、 岩井ら[6.18J、 および睦好ら[6. 25Jのデー

タをもとに、 ひずみ速度指標が鉄筋のひずみ速度に等しいとして、 鉄筋の降伏強度増加

率とひずみ速度指標の関係を実記長で示した。 ただし、 既往の部材実験データがひずみ速
-2 ..， .. ， L . . n - j 

度指標10-1
/sの近辺に多いので、 実線はこれよりも10 倍小さい10- ;) /sを基準にした。

図-6.36によると、 一定速度加力型の実験データは、 総じて実線よりも上側にあるが、
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lE弦波加力�{の実験データの多くは、 3本の実線が位置する比較的狭い領域の中かそれ

に近い所に分布している。 二在者の正弦波加力型のデータは他の正弦波加力型のものと比

べて低めに、 地震波加振実験のデータは中程度になっている。

④実揺脚のひずみ速度指標と部材強度の増加

図-6.37は、 先に述べた高架嬬において上部桁の振動速度が 150田/sの場合のひずみ

速度指標の計算結果を示したものである。 殆どの高架橋はひずみ速度指標が10-1
以下と

なっている。 橋脚高の小さい範囲でこれを超えるものもあるが、 この範阻のものは固有

振動数が大きく、 速度そのものを過大に設定しているので大きな問題ではない。 図-6.3

6をこのような観点からみると、 地震時の載初速度の影響による荷重の増加率は、 1. 15 

程度以下であることが他の実験データからも類推される。

正弦波加力実験や地震波加振実験では、 一定速度加力型の実験に比べて載荷速度の影

響が小さし1。 正弦波加力の場合は処女載荷領域に大きい速度で進入しでも変位制御加力

であるため直ぐに速度が小さくなるためである。 地震波加振においても、 運動エネルギ

ーが部材の塑性エネルギーで吸収されるので、 大きい速度で進入しても急激な速度の低

下を生じるためと考えられる。 しかし、 定速度実験による強度増加の程度は、 今回検 討

では説明ができなかった。 いったん鉄筋が降伏すると、 その後の部材変形のかなりの量

をこの部分の塑性変形で負担するため、 ひずみ速度が急激に上昇するためか、 他の要因

によるのか、 今後の課題である。

位を増加させるに要する時間が10秒間のオーダーの場合であり、 極めて遅い静的実験と

は、 10分間のオーダーの場合である。

しかし、 最初に鉄筋が降伏した方向と反対側に載荷した場合は、 載荷�l支の影響は僅

かであり、 上記の倍率よりも小さかった。 また、 荷重の繰り返しを受けると、 2回目以

降では載荷速度の影響はみられなかった。

(2)履歴ループ

履歴の1ループの割線剛性に対しては、 各載荷段階の1サイクル目(ループ中に処女

載荷を含む〉において、 載荷速度の増加による割線陣l性の増加が僅かに認められたが、

繰返し載荷を受けるとほとんどその影響は無くなる。

また、 等価減衰定数に対する載荷速度の影響は、 その傾向を判別するには至らなかっ

たが、 割線耐性と等価減衰定数のいずれもが、 塑性率に対応した著しい変化宣に比べれ

ば、 載荷速度の影響は殆ど無視できる範囲であった。

(3)柱筋の抜 出 し

柱基部におけるフーチングからの柱筋の抜出しに対する載荷速度の影響は、 処女載荷

の場合は傾向を判別するには至らなかったが、 その影響はあまり無いと考えられる。 荷

重の繰り返しを受ける場合は、 載荷速度の影響はみられなかった。

(4)実橋脚の履歴復元力特性に対する載荷速度の影響

以上のことから、 地震時のRC柱部材の履歴復元力特性は、 通常の静的実験で推定し

ても、 大きな誤差は生じないといえる。 ただし、 非常に低速度の静的実験によった場合

は、 同一変位に対する荷重の大きさを若干低めに評価することになるので、 注意、が必要

である。

6.6節 結
三A

a・

フーチングを有する基本的なRC橋脚模型として、 柱部の軸方向鉄筋比が2.7 %、 帯

鉄筋比が0.2 %で、 シアースパン比が5.7の山げ破壊型の試験体を用い、 載荷速度に関

する相似則を考慮した模型加力実験を行った。 実験は、 振動台による地震波入力と正弦

波人力による加振実験、 およびアクチュエータによる載荷速度をパラメータとした正弦

波加力実験の2シリーズを行った。 これらの実験の結果、 および既往の研究における実

験 データを検討した結果、 RC住部材の復元力特性に対する載荷速度の影響を明らかに

することができた。

(1) p �δスケルトン

p - δスケルトンは、 鉄筋降伏後の処女載荷の時に、 載荷速度が大きいと同一 変位置

に対する荷 重 が増加する。 通常の l作的実験における載荷速度を基準にすると、 地 震 時に

想定される範l現で大きめの戟荷速度で加力した場合でも、 増加率は1. 05倍であった。 た

だし、 故荷速度の極めて遅い静的実験を基準にした場合は、 1. 16倍となった。

ここで、 通常の静的実験とは、 部材降伏変位( 1δ )からその 2倍( 2δ )に変
y 

fnu
 
A斗A1・i
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加速度 ( 7 a ) 
重量 ( 7.， ) 
力 ( 7 P ) 
変位量 ( 7δ) 
剛性 ( γ K ) 
応力度 (7 a) 
ひずみ母 ( 7ε) 
時間 ( 7 t ) 

変位速度 (γv ) 

表- 6.1 動的模型実験の相似則

(振 動 台)
(一般の場合〉

1 
3 7ρ( 7 L ) 
3 7ρ(γL ) 
2 7ρ( 7冒L ) 

γ L 
7ρ7 L 

( 7 �) 1/2 

ρ 1/2 I 

L 
(7 ) 7L 

(振 動 台〉
(7p=γL I) 

1 
2 ( 7 L ) 
2 ( 7 L ) 

7L 
7 L 
1 
1 

( 7 ， ) 1/ 2 

L : 1/2 (γL ) 

(アクチュエータ)

( 7ρ= 7 L -1) 
7L 

2 (γL ) 
2 (γL ) 

7L 
7 L 
1 
1 
1 

7L 
ひずみ速度(7 _ __ 

) ε v ( 7ρp) 1/ 2 (7L) -1/2 1 

表-6.2 コンクリートの配合

粗骨材 スラン 空気量 水セメ 細 骨 単位量(kgf/nf ) 
最 大 プ の 材 率

法 範 囲 の範囲 ント比 sja 水 セメン細骨材 組廿材 混和ti1J
( mrn) (cm) (%) (%) (%) W ト C S G (減水剤)

20 12i:2.5 4:!:1 56.5 47.1 173 306 845 967 0.612 

表-6.3 コンクリートの圧縮強度

試験体NO 養生条件 材令(日)
圧縮強度
(kg-f/cru勺

標準水中 28 285 
NO.l，2， 7 

現場水中 35(実験時) 270 

標準水中 28 265 
N0.3，4，5，6 

現場水中 38(実験時) 260 
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試験体問の個体差の照合

政向条件 J;-振幅0.75cm. ìÆI立片品H品0.2 cm/s J;-振恥fj 2.0cm. 速度片仮幅20cmf.)

組返し献荷15向日ないしは16問日 繰返し舷(.;j 5 Uら11 1ないしは6白Jl:J

試験体尚 Na 3 Na 4 Nu 5 Na 6 トぬ 3 トね 4 トb5 ぬ6

割線同IJ性比 1.00 1.01 0.95 0.97 1.00 1.01 0.95 0.98 
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政比
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7章 ま と め

本研究では土木構造用RC柱部材を対象に、 実験と解析計算を行い、 部材の地震時履

歴復元力特性を精度良く解析的に求める方法を提案した。

橋脚、 高架橋の柱、 および斜張橋塔部材などの土木構造用RC柱部材は、 建築住部材

に比べて、 せん断スパン比が大きく、 また、 部材断面の辺に沿って多数の柱筋が配置さ

れ、 帯筋比が比較的小さいという特徴を有している。

部材の耐震性能評価に際しては、 主に変形性能やエネルギー吸収能力を指標として検

討が行われる。 また、 構造物の動的耐震解析に際しては、 構成部材の荷重一変位履歴曲

線を精度良く解析に反映しなければならない。 本研究は、 この種のRC部材に関する耐

震検討を行うときに利用できる、 RC柱のファイパーモデルによる地震時履歴復元力特

性の解析的検討に関するものである。

履歴復元力特性をファイノくーモデルによって推定する方法は従米からあったが、 以下

の事柄について十分でなく、 適用上の難点があった。

o主として最大荷重までの荷重一変形履歴曲線の推定精度

。部材耐力が急激に低下する時期の評価法

o柱下端からの柱筋の抜出しに起因する柱変位量の推定法

また、 解析的手法の検証用として用いる実験結果は、 殆どが静的実験によるものであり、

動的実験結果とは異なるという見方もある。 そのため、 本研究ではこれについて実験と

解析の両面から検討を行った。

本研究の主な成果をまとめると、 次のとおりである。

(1) R C柱部材の塑性化後の荷重一変形履歴曲線には、 解析上の鉄筋モデルの特徴が大

きく現れる。 鉄筋モデルとして、 比較的よく用いられているbi-linearモデル、 cubic 

モデル、 Ramberg-Osgoodモデル、 および加藤モデルを用いて、 実験による曲げモーメン

トー曲率関係をシミュレーション解析した結果、 bi-linearモデルと加藤モデルが比較

的広い範囲の実験条件に対して良く適合することが明らかになった。

(2)部材の急激な耐力低下は、 柱筋の座屈によってもたらされる。 しかし、 交番水平加

力下のRC柱部材における柱筋の座屈挙動は、 塑性化後の鉄筋応力度を測定する方法が

これまで無かったため、 その挙動は明らかでなかった。 本研究において、 これを直接測

定できる方法を考案して部材実験を行った結果、 柱筋の座屈は、 柱筋の応力度、 部材出l

率、 および圧縮ひずみ履歴の闘数としてのコンクリー卜割裂強度によって決定されるこ

とが明らかになった。 こうして得られた知見を基に、 鉄筋の座店時期判定方法を提案し

た。

(3)柱下端における柱筋の抜出しは、 柱部材の荷重一変位履歴特牲に大きな影響を与え

ることがある。 柱筋の抜山しに関する研究は従来から比較的多く行われてきたが、 多く

は、 鉄筋の応力度一ひずみ履歴モデルとコンクリ一卜との付着応力度 すべりkfU壁モデ
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ルを用いて推定していた。 鉄筋の抜出しに関する実験を行い、 直接測定した鉄筋応力度

などのデータを分析した結果、 これらのモデルにおける特性値の僅かな相違が、 鉄筋応

力度一抜出し量関係に大きな影響を及ぼすことが分かった。 同時に、 鉄筋応力度一抜出

し量関係は、 載荷パターンに殆ど影響を受けないことを見い出した。 この知見を基に、

鉄筋応力度-抜出し履歴モデルを提案した。

(4) R C部材の復元力特性に対する載荷速度の影響に関する研究は、 これまで比較的多

く 行 われてきた。 しかし、 試験体諸元や載荷速度の大きさなどがそれ ぞ れ 異 なるため、

影響程度に関する結果は様々であった。 模型実験の相似則を考慮してRC橋脚を想定し

た柱部材の載荷速度に関する実験を行った結果、 地震時相当の載荷速度では、 その影響

は殆どないことが確認された。 更に、 既往の実験データについて、 加力点速度とせん断

スパン長の比をせん断スパン比で除した “ひずみ速度指標" を用いて載荷速度の影響を

整理した結果、 実構造物における地震時載荷速度の範囲では、 載荷速度の影響は僅少で

あることが明らかになった。
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付録- 1 鉄筋モデル

(1) Kent & Parkの方法ーによる拘束コンクリートのモデル化

Kent & Parkの方法を、 本文中の図に対応させて、 以下に示す口
領域A B (εc 孟 O.002) : 

f � = f戸 - {2ε /0.002 一 (εー /0.002) 
2 } c c C r. 

領域B C ( D. 002豆ε 一 ) c = - 20c ノ
f c =f c ' {1-Z(E 

C
-0.002)) 

Z = 0.5/ (ε 十C r nL -0.002 ) 
50u し50h

ε
50u 

= ( 3十0.002f c ')/(fc ' - 1000〉
- / ， 0.5 -

50h = 3/4・ ρ (b - / s， ) 
ε ç ...ε 50c - 50u ' - 50h 

= 8/5・ (ε -O. 002 )十0.00220c V I V " � 50c 
領域C 0 (E nn � E ) 20c = � c ノ

f = 0.2 f 
c c 

ここで、 f c ' は、 円柱供試体の圧縮強度(単位系 psi)、 ρ はコンクリートコ
s 

アに対する横方向鉄筋の体積比、 b-は拘束コンクリートの幅、 s は横方向鉄筋 の 間隔h 
である。

(2) cubic モデルによる鉄筋のモデル化

ε 三εs 
max � � 

f s =αεS U 十 βεS 臼 十 E" ε
s U S 

max s 
f = f 

s max 
ただし、 α= (E 

0
ε -2f ax〉/ε 皿ax

3

hmax 
β=(3fmax -2EO εmax ) /ε X

心

ここで、 f は 応 力 度、 ε はひずみ量、 f は最大応力度(ヲ | 張り強さ)、
s max - - . - ， - . - ，- - ， - ， _， - � - F • - ma 

は最大応力度に対応するひずみ量、 E は 初期弾性係数 であ る 。。

(3) Raaberg-Osg∞dモデルによる鉄筋のモデル化
( r -1 ) ε - ε。 = f 

s / E 
0

・ { l+ |fs/f chi s v s u 

f ニf {0.744/1n (1+ 1.000ε ) ch y 1. 000 é P 
- O. 071/ ( 1 - e .1. . vvv ド 〉

r=2.20/ln(n+l〉-0.469/(c n - 1)+ 3.04 

( n似数の場合)

r=4.49/l n(n+l)-6.03/(e 
n

-l〉十0.297

(n計数の場合)

ここで、 f s は応力度、 εs はひずみ虫、 ε。は 載者ij開始時のひずみ虫、 E O は 初期!

弾性係数、 ε ー は前回の!læ�ijまでの累積ひずみ鼠、 nは載荷回数である。



(4)加藤モデル

スケルトンの内側での軟化領域で、 次に示す曲線を用いる。

(σ/U s -a)(ε/εB +a-1) -a (a-1) =0 

a=E/(E-EB) 

EB =-E/6 ・ loglO (10εs ) 

ここで、 σ は応 力度、 εはひずみ 塁 、 σs は同符号 の過去 最大応力度、 ε n は最大応

力度に対応するひずみ量、 Eは初 期 弾 性 係 数 、 EBは応力度 O 点と点 (εR : σ <' )を

結ぶ割線剛性 、 εs は逆符 号のスケルトンにおける累積ひずみ量であるD
U

b 




